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北名古屋市組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例の制定
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北名古屋市組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のと
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提案理由 

 

この案を提出するのは、令和６年４月１日から実施する組織機構改革に

伴い、関係条例を整備するため、本条例を定める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 



 

 

北名古屋市組織機構改革に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

 （北名古屋市役所の位置を定める条例の一部改正） 

第１条 北名古屋市役所の位置を定める条例（平成１８年北名古屋市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３号を削る。 

 （北名古屋市行政組織条例の一部改正） 

第２条 北名古屋市行政組織条例（平成１８年北名古屋市条例第５号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条の表中「総務部」を「総合政策部」に、「財務部」を「総務部」

に、「防災環境部」を「生活安全部」に、「福祉部」を「福祉こども部」

に改める。 

  第２条の表総務部の項から防災環境部の項までを次のように改める。  

  総合政策部 

   ⑴ 基本的施策の企画及び調整に関すること。 

   ⑵  行政改革に関すること。 

   ⑶ 広報、広聴及び統計に関すること。 

   ⑷ 秘書、人事及び厚生に関すること。 

   ⑸ 情報化の推進に関すること。 

  総務部 

   ⑴ 市行政一般に関すること。 

   ⑵ 文書及び法規に関すること。 

   ⑶ 財政及び予算に関すること。 

   ⑷ 財産管理に関すること。 

   ⑸ 市税等の賦課及び収納に関すること。 

   ⑹ 他の部の所管に属さないこと。 

  生活安全部 

   ⑴ 消防及び防災に関すること。 

   ⑵ 交通対策及び防犯に関すること。 

   ⑶ 環境衛生及び環境保全に関すること。 



 

   ⑷ 公害対策に関すること。 

   ⑸ 市民協働に関すること。 

  第２条の表福祉部の項を次のように改める。 

  福祉こども部 

   ⑴ 社会福祉に関すること。 

   ⑵ 高齢者福祉に関すること。 

   ⑶ 介護保険に関すること。 

   ⑷ 児童福祉に関すること。 

   ⑸ こども家庭支援に関すること。 

 （北名古屋市福祉事務所設置条例の一部改正） 

第３条 北名古屋市福祉事務所設置条例（平成１８年北名古屋市条例第８

９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条の表中「北名古屋市西之保清水田１５番地」を「北名古屋市熊

之庄御 ６０番地」に改める。 

 （北名古屋市交通安全推進協議会条例の一部改正） 

第４条 北名古屋市交通安全推進協議会条例（平成１８年北名古屋市条例

第１６２号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「防災環境部」を「生活安全部」に改める。  

 （北名古屋市老人ホーム入所判定委員会条例等の一部改正）  

第５条 次に掲げる条例の規定中「福祉部」を「福祉こども部」に改める。 

 ⑴ 北名古屋市老人ホーム入所判定委員会条例（平成２５年北名古屋市

条例第１２号）第９条 

 ⑵ 北名古屋市地域包括支援センター運営協議会条例（平成２５年北名

古屋市条例第１３号）第８条 

 ⑶ 北名古屋市子ども・子育て会議条例（平成２５年北名古屋市条例第

４０号）第８条 

 ⑷ 北名古屋市障害者計画等策定委員会条例（平成２６年北名古屋市条

例第８号）第８条 

 ⑸ 北名古屋市介護保険事業計画・高齢者福祉計画策定委員会条例（平

成２６年北名古屋市条例第９号）第８条 



 

 ⑹ 北名古屋市地域福祉計画策定委員会条例（平成２７年北名古屋市条

例第１５号）第８条 

 ⑺ 北名古屋市地域包括ケアシステム推進協議会条例（平成２７年北名

古屋市条例第１６号）第８条 

 （北名古屋市いじめ問題対策連絡協議会等条例の一部改正） 

第６条 北名古屋市いじめ問題対策連絡協議会等条例（平成２６年北名古

屋市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項第６号を次のように改める。 

  ⑹ 福祉こども部 

 （北名古屋市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の一部改

正） 

第７条 北名古屋市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例（平

成２９年北名古屋市条例第１２号）の一部を次のように改める。 

  第２条第２号中「北名古屋市熊之庄御 ６０番地」を「北名古屋市西

之保清水田１５番地」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  


